
１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　満期保有目的の債券　・・・　償却原価法（定額法）による。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　最終仕入原価法による。

（３）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

　定額法による。

②無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法による。

③リース資産

（５）賞与引当金の会計処理

従業員の賞与支給に備えるため、当期末における要支給額を計上している。

（６）修繕引当金の会計処理

施設の定期修繕に要する支出に備えるため、その支出見込額に基づき、当期に負担すべき額を計上している。

（７）退職給付引当金の会計処理

従業員の退職給付に備えるため、当期末における自己都合要支給額（簡便法）に基づき計上している。

（８）消費税等の会計処理

税抜方式による。

２．基本財産及び特定資産の増減額およびその残高

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

投資有価証券 3,000,000 0 0 3,000,000

小計 3,000,000 0 0 3,000,000

特定資産

施設改修積立預金 90,000,000 10,000,000 0 100,000,000

小計 90,000,000 10,000,000 0 100,000,000

93,000,000 10,000,000 0 103,000,000

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

（単位・円）

当期末残高

（うち指定正味財

産からの充当額）

（うち一般正味財産

からの充当額）

（うち負債に対

応する額）

基本財産

投資有価証券 3,000,000 (2,000,000) (1,000,000) ―

小計 3,000,000 (2,000,000) (1,000,000) ―

特定資産

施設改修積立預金 100,000,000 ― (100,000,000) ―

小計 100,000,000 ― (100,000,000) ―

103,000,000 (2,000,000) (101,000,000) ―合　　　計

財務諸表に対する注記

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。

但し、平成20年3月31日以前に開始したリース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。

科　　目

合　　　計

科　　目



４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産（非償却資産を除く）の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである

（単位・円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

1,099,827,936 675,939,148 423,888,788  

112,822,274 77,327,870 35,494,404

 機 械 装 置 9,096,920 9,096,919 1

 器 具 備 品 95,275,656 92,405,094 2,870,562

リース器具備品 4,378,590 1,006,029 3,372,561

リース無形固定資産 4,230,000 3,384,000 846,000

1,325,631,376 859,159,060 466,472,316

   

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

（単位・円）

帳簿価額 時価 評価損益

3,000,000 3,116,600 116,600

3,000,000 3,116,600 116,600

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

金　　額

14,154,119

14,154,119

利付国庫債債券

合　　計

内　　　　　容

減価償却費計上による振替額

合　　　　計

科　　目

 建      物

 構　築　物

合　　計

科　　目


